
第65期 定時株主総会

招集ご通知

証券コード7467

◦ 新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、議
決権の行使は郵送またはインターネット等で行
い、当日のご来場をお控えいただくようお願い
申しあげます。

◦ 今後の状況により株主総会の運営に大きな変更
が生じる場合は、当社ウェブサイト（https://
www.hagiwara.co.jp/）にてお知らせ申しあ
げます。

◦ お土産の配付はございませんので、ご理解のほ
どよろしくお願い申しあげます。

萩原電気ホールディングス株式会社

日　　時

場　　所

2022年６月29日（水曜日）
午前10時（受付開始：午前９時）

名古屋市東区東桜二丁目２番１号
高岳パークビル５階
当社本社会議室
※ 末尾の「第65期定時株主総会会場ご案内図」

をご参照ください。



証券コード74 6 7
2 0 2 2年６月６日

株　主　各　位
名古屋市東区東桜二丁目２番１号
萩原電気ホールディングス株式会社
代表取締役会長岩 井 三 津 雄

⒈ 日 時 2022年６月29日(水曜日)午前10時　(受付開始:午前９時)
⒉ 場 所 名古屋市東区東桜二丁目２番１号　高岳パークビル５階

当社本社会議室
（末尾の「第65期定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください）

　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、座席の間隔を拡げることから、ご
用意できる席数に限りがございます。そのため、当日ご来場いただいても入場を
お断りする場合がございます。あらかじめご了承のほど、よろしくお願い申しあ
げます。

第65期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第65期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知
申しあげます。
　株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、可能な限り、書面又はインターネット等により事前の議決権行使をいただ
き、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会当日のご来場をお控えいただくよ
うお願い申しあげます。
　お手数ながら後記の「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、３頁の
「議決権行使についてのご案内」に従って2022年６月28日（火曜日）午後６時
までに議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

記
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⒊ 目 的 事 項
報 告 事 項 ⒈第65期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査等委員会
の連結計算書類監査結果報告の件

⒉第65期（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上

<株主様へのお願い>
・株主総会当日までの新型コロナウイルス感染症拡大の状況や政府等の発表内容
等により前記対応を更新する場合がございます。当社ウェブサイトより、発信
情報をご確認くださいますよう、併せてお願い申しあげます。
(https://www.hagiwara.co.jp/)

・会場受付付近で、株主様のための手指消毒用アルコールを設置いたします。
ご来場の株主様には手指消毒にご協力いただくとともに、マスクの持参・着用
をお願い申しあげます。

・会場入口付近で検温をさせていただき、発熱があると認められる方、体調不良
と思われる方は、入場をお断りし、お帰りいただく場合がございます。

・本総会において、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、開催時間を短縮
する観点から、議場における報告事項（監査報告を含みます）及び議案の詳細
な説明は一部省略させていただく予定としております。株主様におかれまして
は、事前に招集ご通知にお目通しいただけますようお願い申しあげます。

・ショールームでの展示・お土産の配付はございませんので、ご理解のほどよろ
しくお願い申しあげます。

<当社の対応>
・株主総会の登壇者及び運営スタッフは、検温を含め、体調を確認の上マスクを
着用させていただきます。
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インターネット等により議決権を行使される場合
パソコン、スマートフォン又は携帯電話から議決権行使ウェブサイト（https://
www.web54.net）にアクセスし、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コ
ード」及び「パスワード」をご入力いただき、画面の案内に従って議案に対する賛否をご入
力ください。

行使期限
　

2022年６ 月28日（火曜日）

午後６時まで　詳細は次頁をご参照ください。

郵送により議決権を行使される場合
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函くださ
い。

行使期限
　

2022年６ 月28日（火曜日）

午後６時到着分まで　
株主総会にご出席される場合

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
※株主ではない代理人及び同伴の方など、議決権を行使できる株主以外の方は、ご入場いた
だけませんのでご注意ください。（お身体の不自由な方の同伴等は除きます）

日 時
　

2022年６ 月29日（水曜日）

午前10時（受付開始：午前９時）　
場 所
　 当社本社会議室

（末尾の「第65期定時株主総会会場ご案内図」をご参照ください）

■● 当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげ
ます。また、資源節約のため、議事資料として本冊子をご持参くださいますようお願い申しあげま
す。なお、受付開始時刻は、午前９時を予定しております。

■● 株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正をすべき事情が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.hagiwara.co.jp/）において、修正後の
事項を掲載させていただきます。

■● 本株主総会招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、次の事項につきましては、法令及び定款第
15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト（https://www.hagiwara.co.jp/）
に掲載しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。従って、本招集ご通
知の添付書類は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした書類の一
部であります。
1．連結計算書類の連結注記表
2．計算書類の個別注記表

議決権行使についてのご案内
議決権は、以下の3つの方法により行使いただくことができます。

以　上
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※バーコード読取機能付の携帯電話を利用して右の「ＱＲコード®」を読み取り、議決
権行使ウェブサイトに接続することも可能です。
（ＱＲコードは、株式会社デンソーウェーブの登録商標です）

【インターネット等による議決権行使のご案内】
インターネット等により議決権を行使される場合は、あらかじめ次の事項をご了承いただきますよう、お願い申
しあげます。
１.議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただくことに
よってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス　https://www.
ウェブ行使
web54.net

２.議決権行使の方法について
(１) パソコン及び携帯電話をご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及び「パス
ワード」をご入力になり、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

(２) スマートフォンをご利用の方
同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログインＱＲコード®」
を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」が入力不要のスマートフォン用
議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。
なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度ＱＲコードを読み取り、議決権行使
書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」を入力いただく必要があります。

３.議決権行使のお取扱いについて
(１) 議決権の行使期限は、2022年６月28日（火曜日）午後６時までとなっておりますので、お早めの行使をお

願いいたします。
(２) 書面とインターネット等により、重複して議決権を行使された場合は、インターネット等によるものを有効

な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等によって複数回数議決権を行使された場
合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

(３) 議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金等）は、株主様
のご負担となります。

(４) インターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイトがご利用できない場合があります。
４.パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて
(１) パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印鑑や暗証番

号同様、大切にお取扱いください。
(２) パスワードは、一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の場合は、画

面の案内に従ってお手続きください。
(３) 議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。
５.パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について
(１)議決権行使ウェブサイトでの議決権行使に関するパソコン・携帯電話等の操作方法がご不明な場合は、下記

にお問い合わせください。
三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート　専用ダイヤル

［電話］　0120（652）031　（受付時間　9:00～21:00）
(２) その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

ア．証券会社に口座をお持ちの株主様
証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社宛にお問い合わせください。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座をお持ちの株主様）
三井住友信託銀行　証券代行事務センター

［電話］　0120（782）031　（受付時間　9:00～17:00 土日休日を除く）

機関投資家の皆様へ
株式会社ICJが運営する議決権電子行使プラットフォームの利用を事前に申し込まれた場合には、議決権行使にあ
たり、当該プラットフォームをご利用いただけます。

以　上
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現 行 定 款 変 更 案

（参考書類等のインターネット開示） （削　　除）
第15条 　当会社は、株主総会参考書類、計算書

類、連結計算書類および事業報告に記載
または表示すべき事項にかかる情報を、
法務省令の定めるところにより、インタ
ーネットで開示することができる。

株主総会参考書類

第１号議案 定款一部変更の件
１．提案の理由
　「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条た
だし書きに規定する改正規定が2022年９月１日に施行されることに伴
い、株主総会資料の電子提供制度が導入されることとなりますので、次の
とおり定款を変更するものであります。
（１）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる
旨を定款に定めることが義務付けられることから、変更案第15条（電
子提供措置等）第１項を新設するものであります。

（２）株主総会参考書類等の内容である情報について電子提供措置をとる
事項のうち、書面交付を請求した株主に交付する書面に記載する事項
の範囲を限定することができるようにするため、変更案第15条（電子
提供措置等）第２項を新設するものであります。

（３）株主総会資料の電子提供制度が導入されると、現行定款第15条（参
考書類等のインターネット開示）の規定は不要となるため、これを削
除するものであります。

（４）上記の新設及び削除される規定の効力に関する附則を設けるもので
あります。なお、本附則は期日経過後に削除するものといたします。

２．変更の内容
　変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所を示しております。）
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現 行 定 款 変 更 案

（新　　設） （電子提供措置等）
第15条 　当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類等の内容である情報につ
いて、電子提供措置をとるものとする。

２　　当会社は、電子提供措置をとる事項の
うち法務省令で定めるものの全部または
一部について、議決権の基準日までに書
面交付請求をした株主に対して交付する
書面に記載することを要しないものとす
る。

附　則 附　則
（新　　設） （株主総会資料の電子提供に関する経過措置）

第２条　　現行定款第15条（参考書類等のインタ
ーネット開示）の削除および変更案第15
条（電子提供措置等）の新設は、2022年
９月１日から効力を生ずるものとする。

２　　前項の規定にかかわらず、2022年９月
１日から６か月以内の日を株主総会の日
とする株主総会については、現行定款第
15条（参考書類等のインターネット開
示）は、なお効力を有する。

３　　本条の規定は、2022年９月１日から６
か月を経過した日または前項の株主総会
の日から３か月を経過した日のいずれか
遅い日後にこれを削除する。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

いわ

岩
 

　
い

井
 

　
み

三
つ

津
お

雄
(1953年７月３日生)

    1976年    4 月 当社入社
    1997年    12月 当社第三部品営業部長
    2000年    10月 当社第二部品営業部長

当社メモリー販売部長
    2001年    7 月 当社第二デバイス営業部長
    2003年    7 月 当社デバイス事業本部副本部長
    2005年    6 月 当社取締役就任

当社統括役員
当社デバイス事業本部長

    2006年    6 月 当社常務取締役就任
当社総括役員（事業本部担当）

    2006年    10月 萩原電気貿易（上海）有限公司董事
長就任

    2008年    4 月 当社総括役員（第一デバイス事業本
部・ソリューション事業本部・電子
応用事業本部・海外統括部）

    2009年    4 月 当社社長補佐
当社ソリューションビジネスユニッ
ト長
当社海外統括部担当

    2009年    6 月 当社専務取締役就任
    2011年    6 月 当社代表取締役社長就任
    2021年    6 月 当社代表取締役会長就任（現任）

23,337株

取締役候補者とした理由
長年にわたりデバイス事業を牽引し、取締役就任後はソリューション事
業、海外事業等も担当するなど幅広い知見を有し、取締役会長として当
社の経営全般を俯瞰しており、今後も、その能力・経験を当社で活かす
ことができると考え、取締役としての選任をお願いするものでありま
す。

第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）６名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ）
全員（５名）は本総会終結の時をもって任期満了となります。
　つきましては、経営体制の強化のため１名増員し、取締役６名の選任を
お願いするものであります。
　なお、本議案について、監査等委員会において検討がなされた結果、指
摘すべき点はない旨の報告を受けております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

２

き

木
 

　
むら

村
 

　
もり

守
 

　
たか

孝
(1967年１月30日生)

    2007年    1 月 日本オラクル株式会社入社
    2011年    1 月 当社入社 海外統括部海外部長
    2011年    4 月 Hagiwara America, Inc. 最高経営責

任者兼社長就任
    2012年    10月 Hagiwara Electric Europe GmbH 

代表取締役社長就任
    2014年    7 月 当社第一デバイス事業部長
    2015年    6 月 当社執行役員
    2018年    4 月 萩原エレクトロニクス株式会社取締

役就任
    2020年    4 月 当社常務執行役員

萩原テクノソリューションズ株式会
社取締役就任

    2020年    6 月 当社取締役就任
当社経営企画本部総括（現任）

    2021年    6 月 当社代表取締役社長就任（現任）

4,472株

取締役候補者とした理由
長年にわたるデバイス事業の業務経験を有し、事業会社取締役として
も、新事業に関する取り組みを推進し、取締役社長就任後は新中期経営
計画を推進するなど優れたリーダーシップを発揮し、今後も、その能
力・経験を当社で活かすことができると考え、取締役としての選任をお
願いするものであります。

３

やま

山
 

　
だ

田
 

　
ふみ

文
 

　
ひこ

彦
(1960年10月２日生)

    1984年    4 月 当社入社
    2004年    7 月 当社経営企画部長
    2007年    7 月 当社管理本部副本部長
    2008年    6 月 当社執行役員

当社経営企画本部長
    2011年    7 月 当社社長室長
    2015年    6 月 当社上席執行役員

当社経営企画本部担当
    2020年    4 月 当社常務執行役員
    2020年    6 月 当社取締役就任

当社総務人事本部総括（現任）
    2021年    6 月 当社常務取締役就任（現任）

6,944株

取締役候補者とした理由
デバイス事業及び管理系業務の豊富な経験を有し、取締役就任後におい
ても、総務人事業務を戦略的に推進しており、今後も、その能力・経験
を当社で活かすことができると考え、取締役としての選任をお願いする
ものであります。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

４

はぎ

萩
 

　
わら

原
 

　
とも

智
 

　
あき

昭
(1973年２月20日生)

    1997年    3 月 株式会社サガミチェーン（現株式会
社サガミホールディングス）入社

    2008年    5 月 当社入社
    2011年    7 月 当社第二デバイス事業部専任部長
    2012年    10月 当社第三デバイス事業部専任部長
    2013年    10月 当社海外事業部専任部長
    2014年    6 月 当社取締役就任
    2014年    7 月 当社総括役員（経営企画本部）
    2017年    6 月 当社常務取締役就任（現任）
    2018年    4 月 当社経営企画総括
    2019年    4 月 萩原テクノソリューションズ株式会

社取締役副社長就任
    2020年    4 月 当社財経本部総括
    2021年    6 月 当社総務人事本部副総括（現任）

338,746株

取締役候補者とした理由
当社のデバイス事業、ソリューション事業、管理系業務の経験を有し、
取締役就任後においては、その経験に基づき中期経営計画策定や人事管
理業務に携わっており、今後も、その能力・経験を当社で活かすことが
できると考え、取締役としての選任をお願いするものであります。

５

ひら

平
 

　
かわ

川
 

　
よし

佳
 

　
ひろ

弘
(1965年７月21日生)

    1990年    4 月 当社入社
    2006年    7 月 当社財経管理部長
    2013年    7 月 当社財経本部長
    2015年    6 月 当社執行役員
    2020年    4 月 当社常務執行役員
    2021年    6 月 当社常務取締役就任（現任）

　　　　　　　当社財経本部総括（現任） 5,488株
取締役候補者とした理由
長年にわたる財務経理部門の豊富な業務経験を有し、取締役就任後にお
いても財務戦略に深く携わるなど、今後も、その能力・経験を当社で活
かすことができると考え、取締役としての選任をお願いするものであり
ます。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

６

※
おか

岡
 

　
もと

本
 

　
しん

伸
 

　
いち

一
(1958年４月28日生)

    1989年    8 月 ソニー株式会社（現ソニーグループ
株式会社）入社

    2003年    9 月 R&Dコンサルタント開業
    2004年    11月 株式会社ディジタルメディアプロフ

ェッショナル　社外取締役就任（現
任）

    2010年    3 月 株式会社ブルー・シフト・テクノロ
ジー設立　取締役就任（現任）

0株（重要な兼職の状況）
株式会社ディジタルメディアプロフェッショナル
社外取締役
株式会社ブルー・シフト・テクノロジー　取締役

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
総合電機メーカーのグループ会社ＣＴＯやＲ＆Ｄコンサルタントとして
の経歴を有し、その能力及び経験を当社で活かしていただくため、社外
取締役としての選任をお願いするものであります。選任後は、その豊富
な経験と深い知見を活かし、当社経営に対する助言や監督を行うなどの
役割を果たしていただくことを期待しております。

(注) ⒈ ※印は、新任の取締役候補者であります。
⒉ 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
⒊ 岡本伸一氏は社外取締役候補者であります。
⒋ 当社は、岡本伸一氏の選任が承認された場合には、会社法第427条第１項の規定

に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定で
あります。当該契約に基づく損害賠償の限度額は、同法第425条第１項に定める
最低責任限度額とする予定です。

⒌ 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責
任保険契約を締結しております。当該保険契約の内容の概要は、25頁「４．⑶　
役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載しております。各候補者は、取締
役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該
保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

１

みや

宮
 

　
もと

本
 

　
けい

敬
 

　
ぞう

三
(1958年７月29日生)

1979年４ 月 当社入社

11,200株

2004年４ 月 当社総務部長
2006年６ 月 当社執行役員

当社管理本部副本部長
2008年６ 月 当社管理本部長
2011年７ 月 当社総務人事本部長
2018年６ 月 当社取締役（監査等委員・常勤）就

任（現任）
監査等委員である取締役候補者とした理由
長年にわたり管理部門の業務経験があり、また海外子会社の監査役とし
ての実務経験も有しており、その能力・経験を当社の監査・監督機能に
活かすことができると考え、監査等委員である取締役としての選任をお
願いするものであります。

２

つじ

辻
 

　
なか

中
 

　
 

　
 

　
おさむ

修
(1953年10月13日生)

1989年10月 太田昭和監査法人（現EY新日本有
限責任監査法人）入所

7,600株

1993年３ 月 公認会計士登録
1997年４ 月 公認会計士辻中事務所開設（現在に

至る）
2006年６ 月 当社社外監査役就任
2016年６ 月 当社社外取締役（監査等委員）就任

（現任）
監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概
要
公認会計士としての専門知識及び経験を、当社の監査・監督機能強化の
ために活かしていただくため、監査等委員である社外取締役としての選
任をお願いするものであります。選任後は、公認会計士としての専門知
識、経験を活かし、監督、助言を行うなど、取締役の意思決定の妥当
性・適正性を確保するための役割を果たしていただくことを期待してお
ります。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与され
た経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を
適切に遂行していただけるものと判断しております。

第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満
了となります。
　つきましては、内部監査部門との連携等を含む当社の監査体制の現況に鑑
み、監査の実効性を引き続き確保できるものと判断したため、監査等委員で
ある取締役を１名減員の３名体制とし、監査等委員である取締役３名の選任
をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社の株式数

３

はや

早
 

　
かわ

川
 

　
ひさ

尚
 

　
し

志
(1976年１月16日生)

2007年９ 月 弁護士会登録
（愛知県弁護士会所属）
大島真人法律事務所入所

0株

2011年７ 月 早川尚志法律事務所開設
2012年２ 月 弁護士法人 啓明総合法律事務所

（現弁護士法人さくら合同）パート
ナー（現在に至る）

2018年６ 月 当社社外取締役（監査等委員）就任
（現任）

監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概
要
弁護士としての専門知識及び経験を、当社の監査・監督機能強化のため
に活かしていただくため、監査等委員である社外取締役としての選任を
お願いするものであります。選任後は、弁護士としての専門知識、経験
を活かし、監督、助言を行うなど、取締役の意思決定の妥当性・適正性
を確保するための役割を果たしていただくことを期待しております。
なお、同氏は、社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与され
た経験はありませんが、上記の理由により、社外取締役としての職務を
適切に遂行していただけるものと判断しております。

(注) ⒈ 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
⒉ 辻中　修及び早川尚志の両氏は社外取締役候補者であります。
⒊ 当社は、辻中　修及び早川尚志の両氏を東京証券取引所及び名古屋証券取引所の

定めに基づく独立役員として届け出ております。両氏の再任が承認された場合に
は、当社は両氏を引き続き独立役員として指定する予定であります。

⒋ 辻中　修氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、在任期
間は、本総会終結の時をもって６年となります。なお、同氏は、過去に当社の業
務執行者でない役員であったことがあります。

⒌ 早川尚志氏は、現在、当社の監査等委員である社外取締役でありますが、在任期
間は、本総会終結の時をもって４年となります。

⒍ 当社は、辻中　修及び早川尚志の両氏と会社法第427条第１項の規定に基づき、
同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契
約に基づく損害賠償の限度額は、同法第425条第１項に定める最低責任限度額と
しており、両氏の再任が承認された場合は、両氏と当該契約を継続する予定であ
ります。

⒎ 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責
任保険契約を締結しております。当該保険契約の内容の概要は、25頁「４．⑶　
役員等賠償責任保険契約の内容の概要」に記載しております。各候補者は、取締
役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該
保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。
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企業経営・
経 営 戦 略 事業戦略

グローバル
ビ ジ ネ ス 財 務 人 事 コーポレート

ガ バ ナ ン ス
法務・リスク
マネジメント SDGs・ESG IT・DX

岩　井　三津雄 ● ● ● ●

木 村 守 孝 ● ● ● ● ● ●

山 田 文 彦 ● ● ● ● ●

萩 原 智 昭 ● ● ● ● ● ●

平 川 佳 弘 ● ● ● ● ● ●

岡 本 伸 一 ● ● ● ● ● ●

宮 本 敬 三 ● ● ● ● ●

辻 中 　 修 ● ● ●

早 川 尚 志 ● ● ●

ご参考　取締役のスキルマトリックス

　当社は業務の執行と一定の距離を置く社外取締役を複数名選任しております。
その上で、当社の取締役会は、会社法及び当社定款に定める人数の範囲内におい
て、その役割・責務を実効的に果たすための知識・経験・能力をバランスよく備
え、多様性と適正規模を両立させる形で構成しております。
　取締役のスキルマトリックスは以下のとおりであります。

（注）上記は各氏の経験等を踏まえて、より専門性が発揮できる領域を記載して
おり、有する全ての知見を表すものではありません。
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ご参考　「社外取締役の選任及び独立性に関する基準」の概要

　当社では「社外取締役の選任及び独立性に関する基準」を定め、基準を満た
す社外取締役を独立役員として選定しております。
＜社外取締役の選任基準の概要＞
　会社法上の社外性要件に加え、誠実な人格、高い見識と能力、広範な知識と
経験及び実績を有していること。
＜社外取締役の独立性基準の概要＞
　社外取締役のうち、以下のいずれにも該当しない者は独立性を有すると判断
する。
①当社の主要株主又はその業務執行者
②当社を主要な取引先（直近事業年度の連結売上高２％超）とする者又はそ
の業務執行者である者

③当社の主要な取引先（直近事業年度の連結売上高２％超）又はその業務執
行者である者
④当社グループの会計監査人又はその社員等として監査業務を担当している
者
⑤当社から役員報酬以外に、年間５百万円を超える多額の金銭その他の財産
を得ている弁護士、司法書士、弁理士、公認会計士、税理士、コンサルタ
ント等
⑥当社の主要借入先又はその業務執行者である者
⑦過去10年間において、上記①～⑥のいずれかに該当していた者
⑧その他当社と利益相反関係が生じうる等、独立性を有する社外役員として
職務を果たすことができない特段の理由を有している者

以　上
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（添 付 書 類）
事　 業　 報　 告

⒈　企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及び成果

＜全般的状況＞
　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の新規
感染者数の減少と拡大を繰り返し、経済活動が度々制約を受けました。加え
て、原油高や資材高の影響などもあり、先行きはいまだ不透明な状況が続い
ております。
　当社グループの主要ユーザーである自動車関連企業では、半導体や電子部
品の供給不足等による生産調整の局面がありましたが、自動車の世界生産台
数は前期と比較して堅調に推移しました。
　このような環境のもと、当社グループは、新たな価値を創造し提供できる
企業グループへの変革を加速させ、お客様やパートナー様から選ばれる存在
を目指し、中期経営計画の施策を着実に実行してまいりました。

　この結果、当連結会計年度の売上高は1,584億27百万円（前期比23.9％
増）、営業利益は43億56百万円（前期比25.6％増）、経常利益は43億35
百万円（前期比21.9％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は28億76百
万円（前期比24.3％増）となり、連結の売上高、営業利益、経常利益、親
会社株主に帰属する当期純利益のいずれも過去最高を更新いたしました。

　セグメントの業績は、次のとおりです。
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＜セグメントの状況＞
（デバイス事業）

　デバイス事業では、電子制御が進む自動車向けシステム
ＬＳＩなどの半導体や電子部品の販売及び技術支援、組込
システムのＰｏＣ（概念実証）開発支援や組込ソフトウェ
アを中心とした受託開発事業を行っております。

105,905

第64期

134,661

第65期

売上高（単位：百万円）

　当連結会計年度におきましては、半導体や電子部品の供給継続に注力し販
売が堅調だったことに加え、商流移管による売上増加が加わった結果、デバ
イス事業の売上高は、1,346億61百万円（前期比27.2％増）、営業利益は
26億63百万円（前期比23.1％増）となりました。

（ソリューション事業）
　ソリューション事業では、ＩＴ機器、組込機器及び計測
機器の販売や、ＩＴプラットフォーム基盤及びＩｏＴシス
テムの構築に加え、ＦＡシステムや特殊計測システムの設
計・製造・販売及び産業用コンピュータの開発・製造・販
売を行っております。

21,924

第64期

23,766

第65期

売上高（単位：百万円）

　当連結会計年度におきましては、前期と比較して主要顧客企業の生産活動
が回復基調であり、それに伴う設備投資需要を積極的に取り込んだ結果、ソ
リューション事業の売上高は、237億66百万円（前期比8.4％増）、営業利
益は16億92百万円（前期比29.8％増）となりました。

⑵　設備投資の状況
　特記すべき事項はありません。

⑶　資金調達の状況
　当社グループは、売上増加に伴う運転資本の需要増に対して、金融機関よ
り借入金として44億円の調達を行いました。
　また、当社は今後の事業規模拡大に伴う資金需要に対し、機動的かつ安定
的な資金調達枠を確保することを目的として、株式会社三菱ＵＦＪ銀行をア
レンジャーとする総額50億円のコミットメントライン契約を締結しており
ます。なお、当連結会計年度末における借入実行残高はありません。
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区　　　　　分 ( 2018年 4 月 1 日から
2019年 3 月31日まで )

第62期

　
( 2019年 4 月 1 日から

2020年 3 月31日まで )
第63期

　
( 2020年 4 月 1 日から

2021年 3 月31日まで )
第64期

　 ( 2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで )

第65期
(当連結会計年度)

　売 上 高 (百万円) 119,021 128,206 127,830 158,427
経 常 利 益 (百万円) 4,275 4,093 3,556 4,335
親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 2,806 2,716 2,314 2,876
１株当たり当期純利益(円) 319.72 307.45 261.82 325.07
総 資 産 (百万円) 63,179 68,293 73,342 82,482
純 資 産 (百万円) 33,449 35,114 37,052 39,369
１株当たり純資産(円) 3,557.48 3,737.88 3,951.86 4,208.13

119,021

第62期

128,206

第63期

127,830

第64期

158,427

第65期

（単位：百万円）売上高

第62期

4,275

第63期

4,093

第64期

3,556

第65期

4,335

（単位：百万円）経常利益

第62期

2,806

第63期

2,716

第64期

2,314

第65期

2,876

（単位：百万円）親会社株主に帰属する当期純利益

第62期

63,179

33,449

第63期

68,293

35,114

第64期

73,342

37,052

第65期

82,482

39,369

（単位：百万円）総資産/純資産

第62期

319.72

第63期

307.45

第64期

261.82

第65期

325.07

（単位：円）１株当たり当期純利益

第62期

3,557.48

第63期

3,737.88

第64期

3,951.86

第65期

4,208.13
（単位：円）１株当たり純資産

⑷　財産及び損益の状況

(注) 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を当連結
会計年度の期首から適用しており、当連結会計年度に係る各数値については、当該会計
基準等を適用した後の数値となっております。
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⑸　対処すべき課題と経営方針
　当社グループは、「創造と挑戦」を経営理念に掲げ、エレクトロニクス分
野に軸足を置き、自動車産業をはじめとした製造業を中心に、各業界に最適
なソリューションを提供することに取り組んでまいりました。
　現在、当社グループを取り巻く環境は、製造業の課題を解決するＤＸの加
速や自動車関連領域におけるＣＡＳＥの進展など、事業拡大のチャンスと業
界の垣根を越えた競争の激化によるリスクが併存する大きな変革の時代を迎
えております。
　加えて、企業として、社会・環境課題の解決に取り組み、持続可能な社会
の実現に貢献することも求められております。

　このような事業環境の中において、当社グループが特に力を入れて取り組
むテーマは従来の価値観にとらわれない新たな価値の創造であると考えてお
り 、2022 年3 月 期 に ス タ ー ト し た 中 期 経 営 計 画 「Make New 
Value2023」の実行を通じ、企業グループの変革を加速させてまいりまし
た。
　引き続き、中期経営計画の経営方針に基づいた戦略を着実に実行するとと
もに、さらなる成長を目指し、収益性の向上を図ってまいります。

＜経営ビジョン＞
先進エレクトロニクスで未来を創造するソリューションデザインカンパニー
　本ビジョンのもと「モビリティ社会」の未来と「製造業のものづくり」の
未来に対して、デジタルトランスフォーメーションで新しい価値をデザイン
し、持続可能な社会に貢献し、ステークホルダーから選ばれる企業グループ
を目指してまいります。

＜経営方針＞
ＳＤＧｓ／ＥＳＧ経営を推進、企業価値を向上させる
　持続的成長に不可欠なＥＳＧへの取り組みと、ＳＤＧｓで示されている社
会・環境課題解決への取り組みを通じ、企業価値を持続的に向上させていく
ことを目指し、以下の4つの方針を推進してまいります。

ⅰ．コア事業の拡大により強固で持続的な成長を目指す
　デバイス事業、ソリューション事業それぞれにおいて長年の取り組みの
中で築き上げてきたコア事業を、強みを活かし着実に拡大してまいりま
す。

（デバイス事業）
・車載ＳｏＣ事業拡大
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・ソフトウェア・エンジニアリング確立
　自動車の高度化におけるキーデバイスである車載ＳｏＣとともに、より
重要性の高まる車載ソフトウェアに対して、適切な人的投資やサービスの
強化を図りながら、ビジネスの拡大を目指してまいります。

（ソリューション事業）
・ＤＸファクトリー統合サービス市場での価値提供
　日本の製造業の構造改革のドライバーとして注目されるＤＸに対し、当
社グループでは、ＩＴ領域、組込領域、計測領域において製造業向けのソ
リューションに強みをもっております。それぞれの強みを融合させること
により、データを活用したＤＸファクトリー統合サービス市場での新たな
価値提供を目指してまいります。

（各事業共通）
・グローバルビジネス拡大
　従来から進めていたグローバルサプライヤーとしての取り組みをさらに
進化させてまいります。
　成長著しいインド、中国市場に対してはローカル企業の発展にも貢献で
きるよう取り組みを進め、事業規模の拡大を見込む先進国のビジネスにお
いては、日本も含めたグローバルでのサプライチェーンや開発サポート体
制の最適化を目指し、効率化を推進していきます。

ⅱ．新高付加価値事業の創出で収益性向上を図る
　コア事業の強みを活かすとともに、従来の事業領域にとらわれることの
ないイノベーション活動を推進し、新たな高付加価値事業を創出し収益性
の向上を目指してまいります。

ⅲ．ヒトと組織とシステムの高度化によって事業基盤強化を目指す
　コア事業の拡大と新高付加価値事業の創出といった成長戦略を実現する
ために、全社プロジェクト活動によるＤＸ推進、プロフェッショナル人材
育成や従業員エンゲージメント向上への取り組みを進めてまいります。

ⅳ．企業価値の向上によりステークホルダーから信頼され選ばれる企業グ
ループを目指す

　ＥＳＧへの取り組みを重視し、企業活動を通じてＳＤＧｓで示されてい
るゴールの達成に貢献していくとともに、資本政策・財務戦略の強化、ス
テークホルダーエンゲージメントの充実への取り組みを進めてまいりま
す。
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⑹　主要な事業内容（2022年３月31日現在）
①デバイス事業

集積回路・半導体・一般電子部品の販売を行っております。
②ソリューション事業

電子機器の販売及びＦＡ機器の製造販売を行っております。

名　　　称 所　在　地

萩 原 電 気 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 本 社 （ 愛 知 県 名 古 屋 市 ）

名　　　称 所　在　地

萩 原 エ レ ク ト ロ ニ ク ス 株 式 会 社
本 社 （ 愛 知 県 名 古 屋 市 ）
関 西 セ ー ル ス 本 部 （ 大 阪 府 大 阪 市 ）
三 好 物 流 セ ン タ ー （ 愛 知 県 み よ し 市 ）

萩 原 テ ク ノ ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社

本 社 （ 愛 知 県 名 古 屋 市 ）
東 京 支 店 （ 東 京 都 港 区 ）
関 西 支 店 （ 大 阪 府 大 阪 市 ）
日 進 事 業 所 （ 愛 知 県 日 進 市 ）
九 州 駐 在 （ 福 岡 県 福 岡 市 ）
豊 田 物 流 セ ン タ ー （ 愛 知 県 豊 田 市 ）

萩 原 北 都 テ ク ノ 株 式 会 社 本 社 （ 愛 知 県 名 古 屋 市 ）
札 幌 オ フ ィ ス （ 北 海 道 札 幌 市 ）

S i n g a p o r e  H a g i w a r a  P t e .  L t d . シ ン ガ ポ ー ル 共 和 国

H a g i w a r a  A m e r i c a ,  I n c . ア メ リ カ 合 衆 国

萩 原 電 気 韓 国 株 式 会 社 大 韓 民 国

萩 原 貿 易 ( 上 海 ) 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国

H a g i w a r a  E l e c t r i c  E u r o p e  G m b H ド イ ツ 連 邦 共 和 国

H a g i w a r a  E l e c t r i c  ( T h a i l a n d )  C o . ,  L t d . タ イ 王 国

Hagiwara Electronics India Private Limited イ ン ド 共 和 国

萩 原 電 子 設 備 ( 上 海 ) 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国

⑺　主要な事業所（2022年３月31日現在）
①当　社

②子会社

(注) 2021年４月１日付で株式会社クロスベースは、萩原エレクトロニクス株式会社を存続
会社とする吸収合併により消滅しております。
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区　　　　　　　　　　分 従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

デ バ イ ス 事 業 319（40）名 6名増（増減なし）

ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業 203（31）名 2名増　 （6名増）

全 社 （ 共 通 ） 87（14）名 7名増　 （1名増）

合　　　　　　　　　　計 609（85）名 15名増　 （7名増）

⑻　従業員の状況（2022年３月31日現在）

(注) ⒈ 従業員数は、当社グループから他社への出向者12名を除き、他社から当社グルー
プへの出向者12名を含んでおります。

⒉ 臨時雇用者数は、期末人員を（　）外数で記載しております。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 4,206 百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,951
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,600
株 式 会 社 愛 知 銀 行 1,500
三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,300
株 式 会 社 名 古 屋 銀 行 1,260
株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,225
株 式 会 社 中 京 銀 行 800
日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 100

⑼　主要な借入先（2022年３月31日現在）
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会　　　社　　　名 資　本　金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容
百万円 ％

デ バ イ ス 事 業萩 原 エ レ ク ト ロ 二 ク ス 株 式 会 社 1,310 100.0
百万円 ％

ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業萩 原 テ ク ノ ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社 310 100.0
百万円 ％

デ バ イ ス 事 業萩 原 北 都 テ ク ノ 株 式 会 社 45 66.6
千SGD ％

デ バ イ ス 事 業

ソ リ ュ ー シ ョ ン 事 業

Singapore Hagiwara Pte. Ltd. 500 100.0
千USD ％

Hagiwara America,  Inc . 2,500 100.0
千KRW ％

萩 原 電 気 韓 国 株 式 会 社 2,613,585 100.0
千USD ％

萩 原 貿 易 ( 上 海 ) 有 限 公 司 5,300 100.0
千EUR ％

Hagiwara Electric Europe GmbH 500 100.0
千THB ％

Hagiwara Electric (Thailand) Co., Ltd. 31,500 100.0
千INR ％

Hagiwara Electronics India Private Limited 10,000 100.0
百万円 ％

萩原電子設備(上海)有限公司 100 100.0

⑽　重要な子会社の状況

(注) 議決権比率は間接保有を含んでおります。

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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⑴ 発行可能株式総数 16,000,000株
⑵ 発行済株式の総数 9,018,000株（自己株式167,113株を含む）
⑶ 株 主 数 3,078名
⑷ 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
株 ％

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 955,400 10.79

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 571,500 6.46

有 限 会 社 ス タ ニ イ 495,250 5.60
ＢＢＨ ＦＯＲ ＦＩＤＥＬＩＴＹ ＰＵＲＩＴＡＮ ＴＲ： ＦＩＤＥＬＩＴＹ
ＳＲ ＩＮＴＲＩＮＳＩＣ ＯＰＰＯＲＴＵＮＩＴＩＥＳ ＦＵＮＤ 350,000 3.95

萩 原 智 昭 338,746 3.83

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 232,500 2.63

名 古 屋 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 230,000 2.60

公 益 財 団 法 人 萩 原 学 術 振 興 財 団 230,000 2.60

萩 原 電 気 従 業 員 持 株 会 194,288 2.20

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 178,000 2.01

⑸ 当事業年度中に職務執行の対価として当社取締役に交付した株式の状況
株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員及び社外取締役を除く） 7,362株 5名

⒉　株式に関する事項（2022年３月31日現在）

(注) 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

(注) 当社の株式報酬の内容につきましては、25頁「４．⑷　取締役の報酬等」に記載
しております。

⒊　新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取締役会長(代表取締役) 岩　井　三津雄

取締役社長(代表取締役) 木 村 守 孝 経営企画本部総括

常 務 取 締 役 山 田 文 彦 総務人事本部総括

常 務 取 締 役 萩 原 智 昭 総務人事本部副総括

常 務 取 締 役 平 川 佳 弘 財経本部総括

取締役（監査等委員・常勤） 宮 本 敬 三

取締役（監査等委員） 辻 中 　 修 公認会計士

取締役（監査等委員） 川　𦚰　喜久雄 公認会計士

取締役（監査等委員） 早 川 尚 志 弁護士

⒋　会社役員に関する事項
⑴　取締役の状況（2022年３月31日現在）

(注) ⒈ 取締役（監査等委員）辻中　修、川𦚰喜久雄及び早川尚志の三氏は、社外取締役
であります。

⒉ 取締役（監査等委員）辻中　修及び川𦚰喜久雄の両氏は、公認会計士の資格を有
しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

⒊ 当社は、取締役（監査等委員）辻中　修、川𦚰喜久雄及び早川尚志の三氏を東京
証券取引所及び名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、両取引
所に届け出ております。

⒋ 監査等委員会は情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて
監査の実効性を高め、監査・監督機能を強化するために、宮本敬三氏を常勤の監
査等委員として選定しております。

⒌ 当事業年度中の取締役の異動は次のとおりであります。
①2021年６月29日開催の第64期定時株主総会終結の時をもって、専務取締役の
白木一成氏は任期満了につき退任いたしました。
②2021年６月29日開催の第64期定時株主総会において、平川佳弘氏が新たに取
締役に選任され就任いたしました。

⒍ 当社では経営環境の変化に的確に対応し業務遂行の迅速化と効率化を図るため、
執行役員制度を導入しております。
執行役員は佐橋　融及び佐藤達人の両氏で構成されております。
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⑵　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第
423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める
最低責任限度額としております。

⑶　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等
賠償責任保険契約を締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は、
当社及び当社の子会社の取締役、監査役及び執行役員等であり、保険料は全
額当社負担としております。当該保険契約により、被保険者が業務について
行った行為に起因して損害賠償責任を負った場合における損害等を当該保険
契約により塡補することとしております。ただし、被保険者の犯罪行為や法
令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為等は塡補対象外とす
ることにより、職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置を
講じております。

⑷　取締役の報酬等
①取締役の報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を定めておりま
す。当該方針は、指名・報酬諮問委員会の関与を明確にする旨の方針の一部
見直しを含めて、2021年２月26日及び同年５月31日開催の取締役会にお
いて決議されております。
　なお、当該取締役会の決議に際しては、あらかじめ決議する内容について
指名・報酬諮問委員会へ諮問し、当該方針が妥当であるとの答申を受けてお
ります。
　また、取締役（監査等委員を除く）の個人別の報酬等の内容の決定にあた
っては、指名・報酬諮問委員会に諮問し答申を得ることを手続として定めて
おります。取締役会は、当該手続により指名・報酬諮問委員会から諮問事項
が妥当である旨の答申を得ることで、取締役（監査等委員を除く）の個人別
の報酬等の内容が決定方針に沿うものであることを担保しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
ⅰ．基本方針
　当社の取締役の個人別の報酬の決定に際しては、世間水準及び従業員給
与との均衡を考慮して適正な水準とすることを基本方針とする。具体的に
は、取締役（監査等委員を除く）の報酬は、基本報酬（金銭報酬）、業績
連動報酬（賞与）及び譲渡制限付株式報酬により、監査等委員である取締
役の報酬はその職責に鑑み基本報酬（金銭報酬）のみにより構成する。な
お、役員退職慰労金は支給しない（ただし、2013年６月27日開催の第
56期定時株主総会において承認された「役員退職慰労金制度廃止に伴う
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打切り支給の件」に基づく役員退職慰労金の支給を除く）。
ⅱ．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬
等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含む）
　基本報酬（金銭報酬）は、月額の固定報酬とし、取締役基礎報酬、役位
別報酬、代表取締役報酬の積算により個人別の報酬額を決定する。
ⅲ．業績連動報酬等並びに非金銭報酬等の内容及び額又は数の算定方法の決
定に関する方針（報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針を含
む）
　業績連動報酬（賞与）に係る指標は、経常利益を指標とする従業員の賞
与支給実績をベースとし、役員個人評価を反映した個人別賞与額とし毎
年、一定の時期に支給する。
　非金銭報酬は、譲渡制限付株式報酬とし、基本報酬の一定割合の金銭報
酬債権を毎年、一定の時期に各取締役（監査等委員を除く）に対し支給
し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付することにより、譲
渡制限期間の満了時までの譲渡制限を付した譲渡制限付株式の割当を受け
る。
ⅳ．報酬等の割合に関する方針
　取締役（監査等委員を除く。以下同じ）の種類別の報酬割合について
は、同様の報酬体系とする企業をベンチマークとする割合を踏まえ、指
名・報酬諮問委員会において検討を行う。ⅴ．の委任を受けた代表取締役
社長は、指名・報酬諮問委員会の答申を尊重し、当該答申で示された種類
別の報酬割合を目途に取締役の個人別の報酬等の内容を決定する。
ⅴ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬等の構成、各報酬の算定基準については、指名・報酬諮問
委員会に諮問し答申を得て取締役会で決定する。
　個人別の具体的な報酬額については取締役会決議に基づき代表取締役社
長が委任を受けるものとし、その権限の内容は、基本報酬（金銭報酬）の
月額並びに各取締役の個人評価を踏まえた業績連動報酬（賞与）の配分及
び支給時期並びに2013年６月27日開催の第56期定時株主総会において
承認された「役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件」に基づく役
員退職慰労金の額及び支給時期とする。取締役会は、当該権限が代表取締
役社長によって適切に行使されるよう、指名・報酬諮問委員会に諮問し答
申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当該答申の内
容に従って決定をしなければならない。なお、譲渡制限付株式報酬は指
名・報酬諮問委員会の答申を得た基準に従って、取締役会で取締役の個人
別割当株式数を決議する。
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役員区分 報酬等の総額
（ 百 万 円 ）

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額 （ 百 万 円 ） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

１９３
（ー）

１３４
（ー）

４１
（ー）

１６
（ー）

６
（ー）

取締役（監査等委員）
（うち社外取締役）

４２
（２４）

４２
（２４）

ー
（ー）

ー
（ー）

４
（３）

合　　計
（うち社外取締役）

２３５
（２４）

１７６
（２４）

４１
（ー）

１６
（ー）

１０
（３）

②当事業年度に係る報酬等の総額等

(注) ⒈ 上表には、2021年６月29日開催の第64期定時株主総会終結の時をも
って退任した取締役（監査等委員を除く）１名を含んでおります。

⒉ 上表のほか、2013年６月27日開催の第56期定時株主総会の決議に基
づき、役員退職慰労金を退任取締役１名に対して12百万円を支給して
おります。この結果、役員退職慰労金の未払残高は取締役２名に対し
て44百万円となりました。

⒊ 業績連動報酬等に係る業績指標は、経常利益を指標とする従業員の賞
与支給実績をベースとし、役員個人評価を反映した個人別賞与額を算
定しております。当該指標を選択した理由は、通常の経済活動で毎期
に経常的・反復的に生じる経常利益をベースとしていることから、業
績連動の指標として適切であると判断しているためです。当事業年度
に係る経常利益の実績は、4,335百万円です。

⒋ 非金銭報酬等の内容は、譲渡制限付株式報酬とし、基本報酬の一定割合
の金銭報酬債権を毎年、一定の時期に各取締役（監査等委員を除く）に
対し支給し、当該金銭報酬債権の全部を現物出資の方法で給付すること
により、譲渡制限期間の満了時までの譲渡制限を付した譲渡制限付株式
の割当を受けることとしております。
また、当事業年度における交付は、23頁「２．⑸　当事業年度中に職
務執行の対価として当社取締役に交付した株式の状況」に記載してお
ります。

⒌ 取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額は、2016年６月29日開催の
第59期定時株主総会において年額500百万円以内（使用人兼務取締役
の使用人分給与は含まない）と決議しております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員を除く）の員数は７名で
す。
また、上記報酬枠の範囲内で、2018年６月28日開催の第61期定時株
主総会において、譲渡制限付株式報酬制度を導入し、その報酬額は、
年額100百万円以内、株式数の上限を年９万株（監査等委員及び社外
取締役は付与対象外）と決議しております。
当該株主総会終結時点の取締役（監査等委員及び社外取締役を除く）
の員数は６名です。

⒍ 取締役（監査等委員）の報酬等の額は、2016年６月29日開催の第59

－ 27 －



区 分 氏 名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った
職務の概要

取 締 役
（監査等委員） 辻 中 　 修

当事業年度開催の取締役会17回全て、監査等
委員会14回全て、また、指名・報酬諮問委員
会４回全てに出席いたしました。取締役会で
は、主に公認会計士としての専門的見地から積
極的に意見を述べており、監査等委員会では、
監査結果についての意見交換等、専門的見地か
ら発言を行っており、指名・報酬諮問委員会で
は、諮問事項に対して客観的視点から発言を行
っております。公認会計士としての専門知識、
経験から監督、助言を行うなど、取締役の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための適切な
役割を果たしております。

期定時株主総会において年額80百万円以内と決議しております。当該
株主総会終結時点の取締役（監査等委員）の員数は４名です。

⒎ 取締役会は、代表取締役社長木村守孝氏に対し取締役（監査等委員を除
く）の基本報酬（金銭報酬）の月額並びに各取締役（監査等委員を除
く）の個人評価を踏まえた業績連動報酬（賞与）の配分及び支給時期並
びに2013年６月27日開催の第56期定時株主総会において承認された
「役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給の件」に基づく役員退職慰
労金の額及び支給時期の決定を委任しております。委任した理由は、当
社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の個人評価等を行うには代表取締
役社長が適していると判断したためであります。なお、取締役会は、当
該権限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、指名・報酬諮
問委員会に諮問し答申を得るものとし、委任を受けた代表取締役社長
は、当該答申の内容に従って決定をしなければならないこととしており
ます。

⑸　社外役員に関する事項
①重要な兼職先と当社との関係
該当事項はありません。
②当事業年度における主な活動状況
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区 分 氏 名
出席状況、発言状況及び

社外取締役に期待される役割に関して行った
職務の概要

取 締 役
（監査等委員） 川　𦚰　喜久雄

当事業年度開催の取締役会17回全て、監査等
委員会14回のうち13回、また、指名・報酬諮
問委員会４回全てに出席いたしました。取締役
会では、主に公認会計士としての専門的見地か
ら積極的に意見を述べており、監査等委員会で
は、監査結果についての意見交換等、専門的見
地から発言を行っており、指名・報酬諮問委員
会では、諮問事項に対して客観的視点から発言
を行っております。監査法人での長年の経験と
見識から監督、助言を行うなど、取締役の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための適切な
役割を果たしております。

取 締 役
（監査等委員） 早 川 尚 志

当事業年度開催の取締役会17回全て、監査等
委員会14回全て、また、指名・報酬諮問委員
会４回全てに出席いたしました。取締役会で
は、主に弁護士としての専門的見地から積極的
に意見を述べており、監査等委員会では、監査
結果についての意見交換等、専門的見地から発
言を行っており、指名・報酬諮問委員会では、
諮問事項に対して客観的視点から発言を行っ
ております。弁護士としての専門知識及び経験
から監督、助言を行うなど、取締役の意思決定
の妥当性・適正性を確保するための適切な役割
を果たしております。
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支　払　額
イ．当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 24百万円
ロ．当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の

財産上の利益の合計額 30百万円

⒌　会計監査人に関する事項
⑴　名称

有限責任 あずさ監査法人
⑵　報酬等の額

(注) ⒈ 当社の重要な子会社のうち、Singapore Hagiwara Pte. Ltd.､Hagiwara America, 
Inc.、萩原電気韓国株式会社、萩原貿易（上海）有限公司、Hagiwara Electric 
Europe GmbH、Hagiwara Electric (Thailand) Co., Ltd.、Hagiwara Electronics 
India Private Limited及び萩原電子設備（上海）有限公司は、当社の会計監査人
以外の公認会計士又は監査法人の監査を受けております。

⒉ 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取
引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておりませんので、上記「イ．当事業
年度に係る会計監査人の報酬等の額」には金融商品取引法に基づく監査の報酬等
の額を含めて記載しております。

⒊ 監査等委員会は、会計監査人からの監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及
び報酬見積りの算出根拠等について必要な検証を行ったうえで、報酬等の額は妥
当と判断し、同意しております。

⑶　解任又は不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要
があると判断した場合に、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると判
断した場合は、監査等委員全員の同意により会計監査人を解任いたします。
この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は解任後最初に招集される株
主総会において、会計監査人を解任した旨とその理由を報告いたします。
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⒍　業務の適正を確保するための体制についての決議内容の概要
　当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会において決議した内
容は次のとおりであります。
⑴ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制
・当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す
ることを確保するため、「萩原電気グループ企業行動憲章」及び「萩原電
気グループ企業行動規範」を制定し、その運用に努めるとともに、継続的
なコンプライアンス教育・啓蒙を行う。
・コンプライアンスや内部管理体制の適切性・有効性を定期的に検証し、問
題点の改善・是正を行うために、取締役をグループ内部統制統括責任者に
選任し、内部統制全般の適切な整備・運用を行う。
・グループ内部統制統括責任者は、グループ環境管理委員会・グループ情報
セキュリティ委員会・グループリスク対策を統括・管理するとともに、他
の委員会等を通じて社内の情報収集を行い、当社グループの内部統制体制
の有効性の確保を図っていく。
・コンプライアンス体制の強化を目的として、企業倫理ホットラインを設置
する。

⑵ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
・当社グループのコーポレート・ガバナンス強化のために、取締役会におい
て会社全体で取り組むべき課題（社会的責任・リスク対策）の方針を決定
する。
・グループ内部統制統括責任者はその方針に沿って、主管部署を指示しリス
ク管理規程をはじめとする関連規程の整備・運用等、当社のリスクマネジ
メント体制の充実と強化を図っていく。
・当社グループの情報セキュリティのシステム確立とその推進を図るための
委員会組織としてグループ情報セキュリティ委員会を設け、情報セキュリ
ティ基本規程、情報セキュリティ運用基準書をはじめとする関連規程、ガ
イドライン、マニュアルなどの整備を進める。

⑶ 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体
制
・業務の執行が法令及び定款に適合するとともに、業務の適正と効率性の確
保を目的として、組織や業務分掌をはじめとする社内規程を定め業務を執
行する。
・これらの規程は、法令の改廃や業務の見直し等、必要のある場合に随時見
直しを行うものとする。
・業務執行部門から独立した取締役社長直轄の内部監査部門を設置し、各部
門の業務プロセス等をチェックし、不正の防止とプロセスの改善に努め
る。
・グループ内部統制統括責任者のもと、関連部署が主管となり当社グループ
のガバナンス強化・取り組みを円滑かつ効果的に推進することを目的とす
る内部統制規程を制定し、内部統制システムの整備と強化を進める。
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・子会社、関連会社を管理する諸規程及び海外事業会社管理規程を定め、事
業規模に応じ当社と同様のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制シ
ステムの構築を推進し、上記取り組みが企業集団として機能するように必
要・適切な管理を行う。

⑷ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
・取締役は、その職務の執行に係る情報及び文書の取り扱いについて、社内
規程を定めるとともに、その規程の定めに基づき、適切に保存し管理を行
う。社内規程は法令の改廃等、必要のある場合に随時見直しを行うものと
する。

⑸ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
・取締役は、合理的かつ効率的な職務執行を確保するために、職務の役割分
担を定めるとともに、取締役会規程や職務権限に基づき業務を執行する。
・当社で毎月開催される経営会議において、事業子会社の予実状況、収支状
況、重要な事業計画の進捗等のレビューを実施し、必要に応じて協議を行
い職務執行の効率性を確保する。

⑹ 監査等委員会監査の実効性確保体制
・監査等委員会は、必要に応じて監査等委員会の職務を補助する取締役及び
使用人を指名することができる。また、その場合の取締役及び使用人は、
監査等委員である取締役以外の指揮命令を受けないものとする。
・監査等委員会は、内部監査部門から内部監査状況に係る情報の提供を受け
ることができるほか、重要な会議の内容の報告を受けるものとする。ま
た、監査等委員会が選定した監査等委員は、必要に応じて会社の業務及び
財産の状況の調査を行うことができるものとする。
・監査等委員会は、代表取締役、会計監査人との定期的な情報交換の場を持
つものとする。
・当社及び子会社の取締役及び使用人は、業務執行において法令に違反する
事実、会社に著しい損害を与える恐れがある事実を発見した場合は、速や
かに当社の監査等委員会に報告する。また、報告をした者は、当該報告を
したことを理由として不利な取扱いを受けないものとする。
・監査等委員の職務執行について発生する費用は、監査等委員の請求により
当社が負担する。

⑺ 反社会的勢力排除に向けた体制
・当社及び子会社は、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会
的勢力に対しては、取引関係を含め一切の関係をもたない。
・また、反社会的勢力からの不当要求等に対しては、組織全体として毅然と
した対応をとるとともに、関連する情報の収集や蓄積を行い、反社会的勢
力排除のための仕組みを整備する。
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⒎　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社が、６.の業務の適正を確保するための体制に基づき、当連結会計年度
に実施した当社グループにおける内部統制システムの運用状況は次のとおりで
あります。
⑴　コンプライアンスに関する取り組み

当社の内部統制強化を目的として、全社員を対象とした内部統制教育・コ
ンプライアンス教育等の集合教育や、定期的なコンプライアンス情報の発
信、また、ｅラーニングにより著作権や契約締結など実務に関わる法務知
識習得の教育を実施しております。また、教育資料は社内イントラネット
等を通じて、海外事業会社でも閲覧できるようになっており、グループ内
での内部統制強化を図っております。また、取締役及び執行役員を対象に
年１回、役員向けコンプライアンス集合教育も実施しております。
技術開発業務においては、定期的に特許侵害リスク調査を行っておりま
す。

⑵　リスク管理体制の強化
当社は、当社グループ事業を取り巻くさまざまなリスクに対して的確な管
理・実践が可能となる事を目的にリスク管理規程及び事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）を策定しリスク管理体制を整備しております。
事業継続計画（ＢＣＰ）の一環として、毎年の全社員を対象とする安否確
認テストや避難訓練、必要に応じて災害対策本部要員向けの机上訓練や参
集テストなどを実施しております。
また、情報セキュリティ対応として、標的型攻撃メールなどのサイバー対
策訓練の実施や在宅勤務制度導入に伴い、セキュリティ対応を強化してお
ります。

⑶　業務執行の適正性や効率性の向上
当社は、毎月１回経営会議を開催し、実質的な企業経営のための検討・答
申を行っており、取締役会での議論の実効性を高めております。これらの
活動を通して業務執行の適正性や効率性の向上が図られていると考えてお
ります。

⑷　当社グループにおける業務の適正性の確保
当社は業務の適正と効率性の確保を目的として、必要な諸規程の制定を行
うほか、企業集団における業務の適正の確保を目的として、グループ共通
の諸規程や海外事業会社管理規程及び海外事業会社管理基準書を制定し、
グループとして業務の適正の確保に努めております。海外子会社の業容等
に応じて、決裁の基準や手続きの見直しを実施するとともに、内部統制シ
ステムの構築を推進しております。また、内部通報制度も導入しておりま
す。
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⑸　監査等委員会の監査が実効的に行われることの確保等
当社の監査等委員は、毎月１回監査等委員会を開催し情報交換を行うとと
もに、常勤監査等委員による経営会議等の重要な会議への出席や、稟議書
等の定期的な閲覧などを通じ必要な情報を収集し、監査の実効性の向上を
図っております。コンプライアンスや内部統制の整備状況などについて
は、内部監査部門と監査内容の共有を行うとともに、必要に応じて内部統
制統括事務局との会合を実施し、監査の実効性を確保しております。
また、代表取締役及び会計監査人との定期的な会合を実施し、監査に必要
な情報交換を実施しております。
なお、当社は監査等委員会の職務を補助する取締役及び使用人は置いてお
りません。

     

⒏　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付けてお
り、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを基本方針としております。
　この方針に基づき株主各位に対する配当は、連結配当性向30％を目途とし
連結純資産配当率も勘案したうえで、安定配当をベースに業績に応じた利益配
当を行ってまいります。
　自己株式の取得につきましては、企業環境の変化に対応した機動的な資本政
策を遂行するために、財務状況、株価の動向等を勘案しながら適切に実施して
まいります。
　また、内部留保資金につきましては、業界における急速な技術革新に対応す
るため、意欲的に新製品・新技術の知識修得に努めるほか、会社競争力の維
持・強化や企業体質の一層の強化に充当し、将来の業績向上を通じて利益還元
を行ってまいります。
　当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回としており、取締役
会の決議によって行うことができます。
　今期の配当につきましては、上記の方針及び今般の当社業績を踏まえ、期末
配当を当初予定より20円増配の60円とし、中間配当と合わせた年間配当は
100円となります。

◎　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しており
ます。

－ 34 －



（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
契 約 資 産
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
退職給付に係る資産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

76,729
8,506
279

26,149
141
9,471
27,641
603
861
3,090
△17

5,753
2,713
454
７

1,903
169
１
176
243

2,796
1,444
44
96
584
670
△44　

流 動 負 債 36,531
支払手形及び買掛金 17,376
電 子 記 録 債 務 3,126
短 期 借 入 金 10,129
１年内返済予定の長期借入金 1,025
リ ー ス 債 務 98
未 払 法 人 税 等 992
契 約 負 債 1,106
役 員 賞 与 引 当 金 109
そ の 他 2,567

固 定 負 債 6,582
長 期 借 入 金 6,250
リ ー ス 債 務 78
繰 延 税 金 負 債 79
資 産 除 去 債 務 119
そ の 他 54

負 債 合 計 43,113
純 資 産 の 部

株 主 資 本 36,607
資 本 金 4,361
資 本 剰 余 金 4,872
利 益 剰 余 金 27,679
自 己 株 式 △305

その他の包括利益累計額 638
その他有価証券評価差額金 325
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △３
為 替 換 算 調 整 勘 定 413
退職給付に係る調整累計額 △97

非支配株主持分 2,123
純 資 産 合 計 39,369

資 産 合 計 82,482 負 債 純 資 産 合 計 82,482

連 結 貸 借 対 照 表 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 158,427
売 上 原 価 143,814
売 上 総 利 益 14,612

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 10,255
営 業 利 益 4,356
営 業 外 収 益

受 取 利 息 15
受 取 配 当 金 19
為 替 差 益 38
受 取 補 償 金 10
そ の 他 30 114

営 業 外 費 用
支 払 利 息 36
売 上 債 権 売 却 損 18
支 払 手 数 料 15
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 51
そ の 他 13 135

経 常 利 益 4,335
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 0
投 資 有 価 証 券 売 却 益 77 78

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 ９
そ の 他 ０ 10

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,403
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,562
法 人 税 等 調 整 額 △89 1,473
当 期 純 利 益 2,930
非支配株主に帰属する当期純利益 54
親会社株主に帰属する当期純利益 2,876

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位：百万円）

残高及び変動事由
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計
当 期 首 残 高 4,361 4,868 25,626 △319 34,537

会計方針の変更に
よる累積的影響額 △28 △28

会計方針の変更を反
映した当期首残高 4,361 4,868 25,598 △319 34,509
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △796 △796
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 2,876 2,876
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 ３ 13 17
株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 （ 純 額 ） －

当 期 変 動 額 合 計 － ３ 2,080 13 2,097
当 期 末 残 高 4,361 4,872 27,679 △305 36,607

残高及び変動事由
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額 非 支 配

株 主 持 分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 為 替 換 算

調 整 勘 定
退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 414 － 103 △107 410 2,103 37,052
会計方針の変更に
よる累積的影響額 － △28
会計方針の変更を
反映した当期首残高 414 － 103 △107 410 2,103 37,024
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △796
親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益 2,876
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 17
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △89 △３ 309 10 227 19 247

当期変動額合計 △89 △３ 309 10 227 19 2,344
当 期 末 残 高 325 △３ 413 △97 638 2,123 39,369

連結株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（2022年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
未 収 入 金
関係会社短期貸付金
前 渡 金
前 払 費 用
そ の 他

固 定 資 産
有形固定資産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
無形固定資産
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
そ の 他　

33,582
5,965
206

27,365
0
42
2

12,478
2,502
435
13
４
0
61

1,903
84
98
57
38
2

9,876
1,249
7,833
83
236
473　

流 動 負 債 9,862
短 期 借 入 金 8,200
１年内返済予定の長期借入金 1,025
リ ー ス 債 務 26
未 払 金 104
未 払 費 用 159
未 払 法 人 税 等 218
未 払 消 費 税 50
預 り 金 28
役 員 賞 与 引 当 金 41
そ の 他 6

固 定 負 債 6,598
長 期 借 入 金 6,250
リ ー ス 債 務 62
繰 延 税 金 負 債 122
資 産 除 去 債 務 119
そ の 他 44

負 債 合 計 16,460
純 資 産 の 部

株 主 資 本 29,274
資 本 金 4,361
資 本 剰 余 金 4,872
資 本 準 備 金 3,136
その他資本剰余金 1,736
利 益 剰 余 金 20,346
その他利益剰余金 20,346
別 途 積 立 金 9,000
繰 越 利 益 剰 余 金 11,346

自 己 株 式 △305
評価・換算差額等 325
その他有価証券評価差額金 325
純 資 産 合 計 29,599

資 産 合 計 46,060 負 債 純 資 産 合 計 46,060

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位：百万円）
科 目 金 額

営 業 収 益 4,030
営 業 費 用 2,329
営 業 利 益 1,700
営 業 外 収 益

受 取 利 息 100
有 価 証 券 利 息 1
受 取 配 当 金 19
そ の 他 12 134
営 業 外 費 用

支 払 利 息 30
為 替 差 損 0
支 払 手 数 料 3
そ の 他 3 38

経 常 利 益 1,796
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 ０
投 資 有 価 証 券 売 却 益 77 78
特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損 ５ ５
税 引 前 当 期 純 利 益 1,869
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 405
法 人 税 等 調 整 額 33 439
当 期 純 利 益 1,430

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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(2021年 4 月 1 日から
2022年 3 月31日まで)

（単位：百万円）

残高及び変動事由

株 主 資 本

資本金
資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 そ の 他
資 本 剰 余 金

資本剰余金
合 計

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 4,361 3,136 1,732 4,868 9,000 10,712 19,712
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △796 △796
当 期 純 利 益 1,430 1,430
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 3 3
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － ３ 3 － 633 633
当 期 末 残 高 4,361 3,136 1,736 4,872 9,000 11,346 20,346

残高及び変動事由
株 主 資 本 評価・換算差額等

純 資 産 合 計自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 そ の 他 有 価 証 券評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △319 28,623 414 414 29,038
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △796 △796
当 期 純 利 益 1,430 1,430
自 己 株 式 の 取 得 △0 △0 △0
自 己 株 式 の 処 分 13 17 17
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） － △89 △89 △89

当 期 変 動 額 合 計 13 651 △89 △89 561
当 期 末 残 高 △305 29,274 325 325 29,599

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鬼 頭 　 潤 子
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 橋 　 敦 司

2022年５月13日
萩原電気ホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中
有限責任 あずさ監査法人
　 名古屋事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、萩原電気ホールディングス株式会社の
2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、萩原電気ホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算
書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め
る。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載され
ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独
立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監
査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が
あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆
候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成するこ
とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基
づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能
性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込
まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連
する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められ
る場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実
性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づい
ているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内
容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責
任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す
べき利害関係はない。

以　上
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 鬼 頭 　 潤 子
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 橋 　 敦 司

2022年５月13日
萩原電気ホールディングス株式会社

取　締　役　会　御　中
有限責任 あずさ監査法人
　 名古屋事務所

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、萩原電気ホールディングス株式会社
の2021年４月１日から2022年３月31日までの第65期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」
という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、ま
た、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を
作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい
て、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があ
るかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候
があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。
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　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から
計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が
あり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる
場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ
て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対

応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意
見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に
関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいている
が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並
びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の
事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又
は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以　上
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監 査 報 告 書
　当監査等委員会は2021年４月１日から2022年３月31日までの第65期事業年度における取締役の職務
の執行について監査しました。その方法及び結果につき以下の通り報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第1項第1号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門等と連携の上、重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び各事業子会社の主要な事業所において業務及び財産
の状況を調査いたしました。また、各事業子会社については、事業子会社の取締役及び監査役等と意
思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて事業子会社から事業の報告を受けました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
　⑴　事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

　⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　会計監査人「有限責任 あずさ監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　⑶　連結計算書類の監査結果
　　会計監査人「有限責任 あずさ監査法人」の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2022年５月13日
萩原電気ホールディングス株式会社　監査等委員会

常勤監査等委員 宮 本 敬 三 ㊞
監査等委員 辻 中 　 修 ㊞
監査等委員 川 　𦚰　 喜 久雄 ㊞
監査等委員 早 川 尚 志 ㊞　(注) 監査等委員辻中 修、川𦚰 喜久雄及び早川 尚志は、会社法第２条第１５号及び第３３１条第６項に規

定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告

以　上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

第65期定時株主総会会場ご案内図
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萩原電気ホールディングス株式会社 本社(高岳パークビル)

会　場　名古屋市東区東桜二丁目２番１号　高岳パークビル５階
当社本社会議室

交　通　地下鉄　桜通線「高岳」駅下車（３番出口）
◎　お願い 会場には駐車場がございませんので、公共交通機関等をご利

用願います。


